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観光系大学の現状 

近年 観光関係学部・学科を設置している大学が急増しているが その教育内容に関しては 各大学の志向や重近年、観光関係学部 学科を設置している大学が急増しているが、その教育内容に関しては、各大学の志向や重
点の置き方に相当程度の幅がある。また、卒業生の就職実績や採用担当者の意見等から、各分野の教育内容と
実社会のニーズとの乖離について検証が必要となっている。 

観光関係学部・学科等の設置状況の推移 観光関係学部卒業生の進路観光関係学部 学科等の設置状況の推移 観光関係学部卒業生の進路 

43大学48学科 定員4,877名 

（平成22年4月） 

観光関係分野への
就職は約２３％ 

【平成１９年３月 国土交通省調べ（観光関連大学３３大学へのアンケート
調査 観光関連大学卒業生４ ２１６名対象（Ｈ１６ Ｈ１８年度計）】

・ １９６７年度に立教大学に初の観光学科設置。１９９８年度に立教大学に初の観光学部設置。 
・ ２００５年度に山口大学及び琉球大学に国立大学として初の観光（政策）学科設置。 
・ ２００８年度に和歌山大学及び琉球大学に国立大学として初の観光（産業科）学部設置。 
・ 大学院については １９９８年度に立教大学が初めて観光学研究科（観光学専攻）創設 調査 観光関連大学卒業生４，２１６名対象（Ｈ１６～Ｈ１８年度計）】 ・ 大学院については、１９９８年度に立教大学が初めて観光学研究科（観光学専攻）創設。
 国立では、２００７年度に北海道大学が国際広報メディア・観光学院（観光創造専攻）を創設。 

出所）文部科学省「観光関連の学部・学科等のある大学一覧」を参考に観光庁が作成 
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１．ねらい 

産学官連携検討会議の開催 

観光分野の人材育成に関しては、産業界のニーズを踏まえ、産学官の連携の下で教育内容の拡充を図ることが必要となって
いる。そこで、国土交通省・観光庁では、産・学・官の関係者が一同に会し意見交換を行う場を設けるため、平成１９年１月に
「観光関係人材育成のための産学官連携検討会議」を立ち上げ、以降５回の会議を開催している。 

２．第５回 産学官連携検討会議の概要 

開催日 

参加者 

観光関連企業、教育機関、観光関連団体、地方自治体、報道機関、 

平成２２年３月１９日 

 
 

その他関連省庁等を含む約３００名が出席。 

分科会 

個別テーマに基づき分科会を開催し、情報・意見交換を実施 

観光産業のマネジメント力強化に 
資する大学教育に関する分科会 

観光地域づくりにおける 
大学の役割に関する分科会 

MICE分野の人材育成に関する 
分科会 

 

 
 
インタ ンシップの現状や問題点について認識を共有化す

インターンシップ活用ワーキンググループ 
 
 
高等教育機関における経営マネジメント人材の育成に重

産学官連携実践ワーキンググループ 

３．ワーキンググループ    ～産学官が連携していく上で特に重要な課題についてワーキンググループを設置し、継続して議論を行う～ 

 
 

インターンシップの現状や問題点について認識を共有化す
るとともに、実践的手法で観光産業の中核を担う人材の育
成を目的に開催。 
 

高等教育機関における経営マネジメント人材の育成に重
点を置き、具体的なカリキュラム内容について検討するこ
とを目的に開催。 
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観光教育に関する学長・学部長等会議の開催 

観光庁では、観光分野における人材育成の促進のため、産学官連携検討会議等の会議を開催し、関係
者間での人材育成に資する情報交換及び問題意識の共有を図っているが、今後、さらに教育体制の拡充
等に関する検討を進めるためには、観光教育を行う高等教育機関の学長、学部長等の大学運営責任者
との意見交換が必要との認識に基づき会議を開催との意見交換が必要との認識に基づき会議を開催。

平成21年度 開催概要 

≪参加主体≫ ≪開催日時≫ 
日程 平成２１年６月１６日（火） ・ 観光教育に取り組んでいる大学(45名)

≪主な議事≫ 

・日程：平成２１年６月１６日（火） 
・時間：１３：００～１６：３０ 

 観光教育に取り組んでいる大学(45名)  
・ 観光関係団体(13名) 
・ 関係省庁(10名)     合計６８名 

●大学側の問題意識を踏まえ、大学教育における課題の抽出や、その解決に向けての意見交換を実施 
●学長等の大学運営責任者へ産学官連携検討会議等の議論の内容を直接伝えることにより、これまでの 
 議論を実践段階へ移行 

・観光庁からの情報発信 

・大学からの取組紹介 

・観光関係団体からの取組紹介 

・海外の観光・ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ系大学の教育内容について 

年１回、各大学持ち回りでの開催を提案 
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Ⅱ．産学官連携実践ワーキンググループ 
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平成20年度 カリキュラムワーキンググループ 検討内容 

観光関係高等教育機関の類型の例

 
 人文・社会科学系 地域づくり系 ホスピタリティ系 経営系 

観光関係高等教育機関の類型の例

 
 

人文・社会科学という既存
の学問領域を土台にし、
観光という現象を学ぶ。 

地域政策や地域づくりを
学び、地域に根付いた研
究成果を社会還元するこ
とで、地域社会にも貢献。 

接遇レベルの教育を重
視。資格取得など、卒
業後すぐに役立つ実務
を学ぶ。 

観光を実学と捉え、
経営について学ぶ。 

カリキュラムワーキンググループで検討した教育内容 

カリキュラムワーキンググループでは、特に観光産業からの期待が高い経営を中心とした教育 
内容に焦点を当て、観光経営マネジメントの育成について集中的に議論を行った。 
 
≪カリキュラムワーキンググループでの主な論点≫  

・観光系大学に期待されること 
観光経営マネジメント教育充実の必要性の確認・観光経営マネジメント教育充実の必要性の確認 

・既存のカリキュラムの分析、課題の抽出 
・経営マネジメント層に必要な資質の明確化 
・産業側の採用 人材の育成・活用についての課題の明確化・産業側の採用、人材の育成・活用についての課題の明確化
・モデル的なカリキュラムについて 
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平成21年 度産学官連携実践ワーキンググループ 検討内容 

平成20年度 カリキ ラムワ キンググル プ中間取りまとめの作成平成20年度 カリキュラムワーキンググループ中間取りまとめの作成 

①観光経営マネジメント教育の必要性 
②観光系大学における既存のカリキュラムの分析・課題の抽出 
③③観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラム等に関する現状の把握・課題の整理 

「観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル案」 
 
観光分野における経営マネジメント人材を育成するための教育内容を明らかにし、観光産業から
のニーズの高い「観光経営マネジメント人材」の育成を志向する観光系大学のカリキュラム構築
に資するため、「観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル案」を作成。 

実実
践践

観光経営マネジメント研修 
践践  

平成21年度  観光経営マネジメント教育に関する 
産学官連携実践ワーキンググループの開催 

≪産学官連携実践ワーキンググループでの主な論点≫ 

論点１： 「観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル（案）」の検証
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論点１： 「観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル（案）」の検証 
論点２： 観光大学における社会人（従業員）マネジメント教育の検討 



産学官連携実践ワーキンググループ概要 

開 催 概 要開 催 概 要 

・平成21年 9月15日 第１回産学官連携実践ワーキンググループ 
 
・平成21年10月29日 第２回産学官連携実践ワーキンググループ・平成21年10月29日 第２回産学官連携実践ワーキンググループ
 
・平成21年12月18日 第３回産学官連携実践ワーキンググループ 
 

第４回 
 産学官連携実践 

ワ キンググル プ

・平成22年 2月 9日 第４回産学官連携実践ワーキンググループ 
 
 ⇒観光人材育成のための産学官連携実践に関する検討 中間とりまとめ 

観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル

産学官連携実践ワーキンググループメンバー 

 ワーキンググループ   観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル 

【大学関係者】   国立・私立大学の教授等 ７名 

【観光関係産業】 旅行産業、宿泊産業 ７企業   

【観光関係団体】 （社）日本旅行業協会  （社）日本ホテル協会 

            （社）日本ツーリズム産業団体連合会 等 ５団体 

【省庁関係】       文部科学省、経済産業省、観光庁（事務局）  
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論点１： 「観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル（案）」の検証 

 観光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル（概要） 

＜修正の概要＞ 
 

・内容が特殊な科目に対し、 
性を高めるため 汎用性を高めるために、取 

 り扱う範囲の見直し、又は 
 他の科目への吸収を行った。 
 
科目概要 観光産業 特・科目概要に、観光産業に特 

 化した具体的・応用的内容 
 を追加した。 

科目名及び科目概要
に修正を加えた科目 

科目概要に修正を加え
た科目た科目
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論点２： 観光大学における社会人（従業員）マネジメント教育の検討 

 社会人（従業員）マネジメント教育のあり方の検討 

社会人（従業員）マネジメント教育の意義 
 
○観光産業がグローバル化、ＩＴ化の進展等、急激な環境変化に対応し国際競争力を確保するためには、 
   各社の経営マネジメント力の強化が不可欠。特に従業員のマネジメント教育が喫緊の課題 
○観光経営マネジメント教育に関する知見を蓄積している観光系大学に大きな期待

社会人（従業員）マネジメント教育の意義 

観光産業における社会人（従業員）

○観光経営マネジメント教育に関する知見を蓄積している観光系大学に大きな期待 
 

大学における社会人（従業員）
 
 
 
○日本企業は経営環境が急変する今日では単独での教育        

体制整備が困難

観光産業における社会人（従業員） 
マネジメント教育の現状と課題 

 
○大学側では社会人（従業員）教育に関する需要が十分に   

把握できず、多くの大学が観光経営マネジメントに関する

大学における社会人（従業員） 
マネジメント教育の現状と課題 

   体制整備が困難 
○社外教育機関の活用は一部にとどまり、多くは社内研修   
     中心の社員教育を実施 
○高度な専門性を有する観光系大学へのアウトソーシング 
    の可能性を検討 

    把握できず、多くの大学が観光経営マネジメントに関する
     社会人講座の開講を躊躇 
○社会人教育のニーズ把握が課題 

 

 

 
 
○公開講座受講者に対するアンケートを実施

カリキュラムモデルへの産業界側の意見  マネジメント研修受講生の意見 

○観光産業界に対するアンケートを実施 
○対象は産学官連携実践ＷＧメンバー 
○観光系大学の学部レベルでの開講を想定したカリキュラ 
     ムモデル案構成科目について、社会人（従業員）マネジメ 

ント教育にとっての有用性を把握

○公開講座受講者に対するアンケ トを実施 
○対象は社会人受講生 
○カリキュラムモデル案をもとに開講した公開講座について、 
     社会人マネジメント教育にとっての有用性を把握 
 
社会人（観光産業界）参加者からは 半数近くが「非常に役
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      ント教育にとっての有用性を把握
 
・おおむね社会人マネジメント教育のためにも有用。 
・経営戦略分野、会計分野、財務分野について期待が高い。 

・社会人（観光産業界）参加者からは、半数近くが「非常に役  
 立つ」「役立つ」という評価。 
・ 会計概論、経営戦略概論、ホスピタリティ産業の財務管理   
   等について、特に有益度が高かったとの評価。 

論点２： 観光大学における社会人（従業員）マネジメント教育の検討 

 社会人(従業員)マネジメント教育においてニーズが高い教育内容 
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※1産業界を対象に、社会人（従業員）マネジメント教育で活用が期待できる科
目をヒアリングした結果 

※2受講生へのアンケート（社会人対象）に受講科目ごとに、業務への「有益
度」について聞いた結果。 

有益度が高い 有益度が低い 期待度が高い 期待度が低い 



観光人材育成のための産学官連携実践に関する検討 中間とりまとめ 

観光人材育成のための産学官連携実践に関する検討 中間とりまとめ観光人材育成のための産学官連携実践に関する検討 中間とりまとめ 

産学官連携実践ワーキンググループでの議論を踏まえ、ワーキンググループでの論点や、今後の検討課題
などを整理した「観光人材育成のための産学官連携実践に関する検討 中間とりまとめ」を作成した。 

今後の課題 

 
＜大学＞  カリキュラムモデルの実践 
→各大学において 他大学との連携等によるカリキュラムモデル全般を含んだ講座の実践

観光経営マネジメント教育の普及 

 →各大学において、他大学との連携等によるカリキュラムモデル全般を含んだ講座の実践
   方法を検討。 
 
＜社会人＞  カリキュラムモデルを活用した講座の開催 

産学官連携の更なる強化

 →全国で、観光系大学を社外教育機関の一つとして活用すること等を検討。            

具体的な実務成果の創出 
 →実務成果を上げることにより、観光産業を志望する人材の動機付け、産業としての競争力 

産学官連携の更なる強化 

   向上、教育機関の高度化等に直結するほか、教育機関の高度化にもつながる。
   今後は個別テーマでの高度な共同研究等についても検討。 
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Ⅲ．インターンシップ活用ワーキンググループ 
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インターンシップの意義 

インターンシップとは 

学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと。大学教育
の一環として行われる場合や、大学が介在しない形で行う場合がある。 

 ― 大学教育において、インターンシップは次のように ― 企業の社会に対する貢献 

大学・学生側にとってのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの意義・位置付け 業界側にとってのインターンシップの意義 

位置付けられる。 
  ・実社会を体験することにより、仕事を通じた達成感を

実感し（職業意識の醸成）、自信をもって社会に出る
ための体験

 
― 大学や学生における認知度向上 
 
― 地元の大学等との交流の深化ための体験。

  ・早期離職が問題となっており、職業選択に当たって
の自己決定の重要性が増大している中、職業の理
解と自己の適正や興味を判断する機会。 

 地元の大学等との交流の深化 
 
― 大学や学生による業務への深い理解の

獲得 
  ・職場体験を通じ、社会人としての心構えやものの考

え方、課題発見能力等を養成するとともに、学習意
欲を創出し、就職に向けた動機付けを図ることによ
り より良い人材を容易に輩出するための実践的な

 
―  就職先として観光産業を選択する学生の

拡大 
り、より良い人材を容易に輩出するための実践的な
プログラム。 

 
 ― 学生にとっては、上述の内容に加え、希望する業種

や実施企業と 接点を持 とが きる

 
― 将来の観光産業の発展を担い得る学生

の発 掘や卒業後に採用したい人材の見
極め 

や実施企業との接点を持つことができる。  
― 将来のユーザーとなってもらうことを期待 

（「平成20年度インターンシップ活用ワーキンググループ中間とりまとめ」より） -14- 

インターンシップ活用ワーキンググループ開催の背景 

インタ ンシップの観光業界への受入促進の必要性

インターンシップは・・・ 

学生や大学にとっては業界や企業についての

インターンシップの観光業界への受入促進の必要性

・大学・企業間で実習目的・内容やについて十
分な共通認識がなされていない 

学生や大学にとっては業界や企業についての
理解を深め、学習分野と実社会との関連を理解
することにより学習意欲を喚起する。 

企業側にとっては観光産業が必要とする「即戦

しかし ・実施に至るまでに、大学・企業双方で多大な
労力をかけている 

・・・等 インターンシップの実践に課題企業側にとっては観光産業が必要とする「即戦
力となる人材」の育成に資する。 

・・・等、インタ ンシップの実践に課題 

インターンシップ活用ワーキンググループの設置 

平成19年7月にインターンシップ活用ワーキンググループを設置し、インターンシップの観

光業界への受入促進による、「実践的で観光産業の中核を担いうる優秀な人材の育成」
のための方策について検討 

≪ワーキンググループでの主な論点≫

・インターンシップの意義の整理 
・インターンシップの推進にあたっての課題の整理 
課題の解決の方向性に関する検討

  ≪ワ キンググル プでの主な論点≫ 

・課題の解決の方向性に関する検討 
・課題解決に向けたインターンシップモデル事業の実施 
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インターンシップ活用ワーキンググループ開催概要 

開 催 概 要開 催 概 要 

・平成19年 7月23日 第１回ワーキンググループ 
・平成19年12月11日 第２回ワーキンググループ 
・平成20年 2月22日 第３回ワーキンググループ平成 年 月 日 第 回ワ キンググル
 ⇒インターンシップ活用ワーキンググループ中間とりまとめ 
・平成20年 3月13･14日 第３回観光関係人材育成のための産学官連携検討会議 
・平成20年 4月～   インターンシップモデル事業実施 
・平成20年12月16日 第４回ワーキンググループ

第６回 
 インターンシップ活用 

ワ キンググル プ

平成 年 月 第 回 キンググ
・平成21年 2月12日 第５回ワーキンググループ 
・平成21年 3月12･13日 第４回観光関係人材育成のための産学官連携検討会議 
・平成21年 4月～   インターンシップモデル事業実施 
・平成21年10月29日 第６回ワーキンググループ

ワーキンググループメンバー 

 ワーキンググループ 
成 年 月 第 回 キ ググ

・平成21年12月18日 第７回ワーキンググループ 

【大学関係者】   国立・私立大学の教授等 １１名 

【観光関係産業】 旅行産業、宿泊産業、航空産業、レジャー産業等 ６企業  

【観光関係団体】 （社）日本旅行業協会 

            （社）日本ツーリズム産業団体連合会 等 ４団体 

【省庁関係】       文部科学省、厚生労働省、観光庁（事務局） 
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インターンシップモデル事業の実施 

「インターンシップ活用ワーキンググループ中間とりまとめ」において整理された インターンシップ推進にあたって「インタ ンシップ活用ワ キンググル プ中間とりまとめ」において整理された、インタ ンシップ推進にあたって
の課題解決の方向性に沿って、業界団体の仲介のもとインターンシップモデル事業を実施 

インターンシップモデル事業のポイント 

【大学】

① 大学・学生側と企業側が遵守すべき事項を明確化（大学と企業との間で受入条件等に関する覚書を交わす等） 
② 大学・学生側と企業側の間に業界団体が入り、インターンシップ成立までの過程を円滑化（大学・学生側と企業側双  
  方の窓口の一元化等） 

【大学】

観光関連学部・学科を有する大学、その他観光産業への
インターンシップ参加を希望する大学 

【業界団体】

参加主体 
業界団体による仲介 

【企業】

【業界団体】 

（社）日本ホテル協会、（社）日本旅行業協会、
（社）日本ツーリズム産業団体連合会 

大 学 企 業 業界団体 

【企業】 

各団体の会員企業 

Ｈ21年度インターンシップモデル事業Ｈ20年度インターンシップモデル事業

日本ホテル協会、日本旅行業協会、
日本ツーリズム産業団体連合会 

・実施時期：平成20年3月～9月 ・実施時期：平成２１年７月～９月 

Ｈ21年度インタ ンシップモデル事業 
        （実施状況） 

Ｈ20年度インターンシップモデル事業
（実施結果） 

①実施ｽｹｼﾞｭｰﾙの見直し 
②ﾏｯﾁﾝｸﾞ機能の充実

改  善 

・実施人数：13名（6大学） 

・受入企業：5社（ﾎﾃﾙ2、旅行3）  

・実施人数：４３名（１３大学） 

・受入予定企業：１６社（ﾎﾃﾙ6、旅行7、航空2、ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ1）

②ﾏｯﾁﾝｸ 機能の充実 
③手続きの簡略化 
④参加業種・企業の拡大 
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平成22年度インターンシップモデル事業の主な変更点 

平成21年度モデル事業 平成22年度モデル事業 

 ・モデル事業概要を平成21年 
2月に確定【変更点①】

 ・モデル事業概要については 
平成21年12月までに確定、

  2月に確定
 ・同3月よりモデル事業内容に 
   ついて周知、参加大学・企業 
  を募集 

【変更点①】 
実施概要の確定と 

周知の前倒し 

   平成21年12月までに確定、 
   事前に周知 
 ・平成22年2月から再度周知 
   するとともに参加大学・企業を 

募集
を募集

チ グは業界団体による

   募集

業界団体による抽選方式に
【変更点②】 

マッチング方式の 
多様化 

・マッチングは業界団体による   
   抽選方式 
 ・マッチング時期は2段階に 

分けて実施

・業界団体による抽選方式に 
   加え、企業による書類選考 
   方式を導入 

・２段階マッチングは継続  分けて実施 ２段階マッチングは継続

・実施人数：４３名（１３大学） ・実施人数：４７名（１７大学） 
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・受入予定企業：１６社 ・受入予定企業：１９社・支店 
（平成22年5月 第一次ﾏｯﾁﾝｸﾞ終了時点 速報値） 

インターンシップ活用ＷＧ 今後の課題 

１．平成２２年度インターンシップモデル事業の実施１．平成２２年度インタ ンシップモデル事業の実施 

 ・アンケート等を通じて引き続きモニタリングを実施 

 

今後 タ プ あ 方 検討２．今後のインターンシップのあり方の検討 

・教育効果の高いインターンシップ（長期 課題解決等） ・教育効果の高いインタ ンシップ（長期、課題解決等） 

 ・新たな形式のインターンシップ（MICE等） 

 等について検討  
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